福祉国家の制度と組織―日本的特質の形成と展開― by 佐々木  伯朗
福祉国家の制度と組織―日本的特質の形成と展開―






















































































 第 9 章では、過疎地域の福祉行財政の課題について、長野県自治体の事例をふまえて検
討を行った。自治体全体において民生費の割合は増加傾向にあるが、各種のアンケートに
よると、政策の実際の中心は福祉に移っても過疎自治体には産業振興を最優先する考え方
が根強い。その一方で過疎自治体においては高齢化が進行し、税収の減少と他方での医療
福祉関係支出の増加のギャップを本来埋め合わせるべき国や県からの補助金も減少傾向に
あることが、調査の結果明らかになった。 
 第 10章は、それまでの研究をふまえて、日本の財政の特質とその要因についての考察を
行った。福祉国家化とは、家族、共同体の分解を契機として教会や慈善団体によって行わ
れてきた貧困、疾病、老齢等の社会的リスクに対する救済事業が、直接の事業主体は不変
のまま都市から国家へとその責任主体が変化する事を意味するが、日本の場合、近代化な
らびに都市化は、ヨーロッパがたどったような民間慈善組織の形成を促進しなかった。日
本の福祉政策は明治以来、イギリス、ドイツの救貧制度を一部取り入れつつ日本独自の特
徴を示しつつ展開してきたとされる。その特徴の一つは「隣保相扶」という言葉に示され
る家族主義、共同体主義であるが、この言葉自体が政府によるスローガンであった。もう
一つの歴史的特徴は、ヨーロッパでみられる福祉の発展と労働運動との相関の欠落である。
これは福祉における権利性の否定、あるいはパターナリズムにつながる。そして第二次世
界大戦後、上記の観念は法的には除去されたが措置制度として残り続けた。 
 以上をふまえると、児童福祉、生活保護等、地方団体が行う代表的福祉サービスは、国
の政策意図と地方団体を含めた地域の実態との齟齬により、団体委任事務ではなく、機関
委任事務としてはじめて実行可能であったとも考えられる。反面、地域全体としての開発
を目的とした公共土木事業は、戦前からの連続性があり、かつ国と地方との目的の一致が
あったゆえに、機関委任事務という強制的な手段を取らなくとも、スムーズに実現できた
と考えられる。日本においては、敗戦を契機とした制度の受動的な「移植」によって、表
面的な「福祉国家」が成立したが、それは社会の内的動因を欠くがゆえに、常に中央政府
が人的、物的、金銭的に支えていかなければ維持されないシステムであったのではないだ
ろうか。 
